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r三田学会雑誌」81卷 3号 （1988年10月）

共 謀 度 と 寡 占 均 衡

川 又 邦 雄  

下 村 研  一 -

序

本稿の主要な目的は， 2 つの産業から成る寡占市場に企業間の共謀の形態を反映させた均衡分析 

の枠組を導入し，その形態の変化が均衡における財の生産量と価格および産業の総利潤に与える影 

響について比較静学分析を行なうことにある。

市場の共謀の形態は，各企業の推測的変動というバラメターの大きさによって表すことが可能で 

あり， Seade (1980 )は同質財の部分均衡モデルにこれを導入し，さまざまな寡占形態の下での参 

入の効果を調べている。 Szidarovsky-Yakowitz (1 9 8 2 )も同質財のモデルで比較静学を行なって 

おり，部分的な共謀では，その利潤の和が減少しうることを， 3 企ま中 2 企業が共謀する場合につ 

いて数値例で示している。 また明示的に共謀の問題を考えてはいないが，Dixit (198のは同質財 • 

多企業のモデルと異質財 . 2 企業のモデルに，企業の限界利潤を高める抽象的なパラメターを導入 

して， より一般的な比較静学分析を行なっている。そこでは，一̂^：)の産業におけるバラメタ一の変 

化が反応関数の傾きに依存して他の産業の諸変数に影響を与えることと，財の代替.補完性に関す 

る付加的な仮定なしには当該産業の利潤の変化の方向が定まらないことが示されている。

本稿では，生産物 2 種 類 • 生産要素 1 種類の簡単•な一般均衡モデルを用いて，安定な均摸?の性質 

を考察する。 まず共謀の形態に依存した均衡およびその形態を表す「共謀度」の概念を導入し，さ 

まざまな共謀の形態の下で均衡が安定となるための条件について説明する。次に比較静学分析を用 

いて， 1 つの産* 内の共謀度が増すほどその産業の財の生産量は減少し価格は上昇すること，そし 

て総利潤は上昇することも減少することもありうることが示される。

特に総利潤への影響に関しては，共謀する企業数の増加がそれら企まの総利潤を減少させる可能 

性があること，そのきわだった例として総利潤の大きさが， 競学均衡， C ourno t均衡， 共謀均衡 

(共同利潤最大化）の順に大きくなる場合が存在することを示す。 これらの病理的な結果が生じるの 

はいうまでもなく他にもう一 ^̂3の産業の存在することが関係している。

^ 本稿の作成にあたっては，慶應義塾大学経済学部の神谷傳造教授，大山道廣教授，長名寛明教授およ 

び伊藤幹夫助手から有益なコメントを受けた。記して謝意をまする。ただし，ありうべき誤譲の一切の 

責任は筆者が負うものである。
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なお，本稿では，産業組織論および国際貿易論のモデルでしぱしぱ仮定される効用関数の分離可 

■fg性および 1 つの市場の完全競争性の仮定に注目し，それぞれの仮定の下で共謀が産出量，価格お 

よび利潤に及ぼす効果について確定的な結果が導かれることを示す（命題1)。

2 モデルと基本的な仮定

以下の分析では財は3 種類で，第 1 財と第 2 財は消費財，第 3 財は労働（余暇）であるとする。 

また需要関数は1人の代ま的消費者の効用関数から導出できるものとする。同じタイプの個人が多 

数いるケースへの拡張は容易である。いま代表的消費者の効用関数《(• )は消費財と余瑕のべク 

ト ル （X ,Z )  =  (ふ ，；̂2 Z )さ0 に依存して，

M CXZ) =  y (Z )+ Z  

と表わせるものとすろ。 こ こ で • ) に次のことを仮定する。

仮 定 1

関 数 "〔• ）ぱ R l 上で連続，その内点で3 回連続微分可能であり，各X > 0 に対して，

(a) XiViiX')-^Q as ズ厂>0 G '= l，2)

(b) y iiCO CO , z；22(ズ）<0 

VuiX')V22(.X')-Vl2iX')V2xiX')^0

を満たすものとする。 ここで関数 " の下の添字は偏微分，た と え ば "i=d"/dX i, Vij=d'^v/dXjdXu 

を意味するものとする。

仮定(a)は生産量が0 のとき産業の総収入が0 となる条件を与える。仮定(b)は効用関数uC . ) が準 

TH]関数となることに対応している。

例 1

次 の ）は仮定 1 を満たす。

(A) 2 次関数型

vCX) =  ciXi+C2X2-Cl/2){CciXiy + Cc2X2y+2eCciC2XiX2')}

'(ただし，ci〉0, C 2 > 0 , —K e ^ l )

(B) CES 型 

v(X)==ciXi^^+C2X2^^

(ただし，c i>0 ’ C 2 > 0 , 0 < d < l/2 )

(C) Cobb-Douglas 型

log v (X ) =  log k+Ci log X 1+C2 log X 2 

( ただし，ん> 0 ’ ci>0, C2>0, ：̂i+C2<l)
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さて労働（第 3 財）を価値尺度財としたときの価格べクトルを（A 1 )ニ（か ,か , 1 ) とし，消費者 

の所得をm としよう。所得m は，労働の初期保有量の価値と企業から分配された利潤から成る。 

消費者は予算制約式の下で効用を最大化するものとすれば，消費者の行動は，（A w ) を与件として, 

次の最大化問題を解くことによって説明される。

(め  Maximize u(X , Z )

subject to

(1) p .X + Z = m  

ここで，各 に 対 し て ，'

P K X ) =  ViCX：>

と定義し，最大値が内点（J ^ > 0 を満たす点）で達成されるとすると， 1 階の条件は，1

(2) PC X }=p

(ただし，/^QO  =  CPiQO , P K X ^ '))

と表わせる。すなわち，関 数 . ）は逆需要関数となる。仮 定 10))の下では，条件(1),(2)の解が,. 

最大化問題 W の解となることが知られろ。

一方， 企業は， 第 1産業と第 2 産業のどちらかに属すると想定しそれぞれの産業の企業数を 

めG ' = l , 2 ) で表す。m は本来自然数であるべきだが，分析の便宜上，計算の過程では正の実数と 

して扱う場合もある。 ま た 第 産 業 G '= l , 2 ) の企業は，労働を投入して第 / 財を生産し，同一産 

業内の全企業の技術は同一であると仮定する。

逆需要関数PQ •)を用ぃると，第 i 産業の各企業の収入関数 rX  • ) は，各 ぇ ）> 0 に対して

(3) rKxu X ^ =  XiPKX')

と表わせる。同様に，第 : '産業の総収入関数がい）は 各 X 〉0 に対して

(4) R K X )  =  X iP iO O

と表わせる。仮定 1 により，rK  • ) G = l , 2 ) は i2+Xinti?>?上で， • ) お よ び . ) はそ 

れ ぞ れ /?+Xinti2+および in t/J+ X iJ+上で連続，それぞれの内点で2 回連続微分可能な関数と考 

えることができる。

第 i 産業の費用関数をG ( * ) で表し次の仮定を置く。

仮 定 2

各 ？'= 1 , 2 に対して，関 数 G は i?+ 上で連続，その内点で2 回連続微分可能で，各 a；f > 0 に对 

して，

(a) C / t e )> 0

(b) C/'(xO さ 0 

を満たす。
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例 2

次 の G O ) は仮定2 を満たす。'

(A) 2 次関数型

CiCxi) =  hiXi + (1/2 V iO i)2  

(ただし，hi〉Q ,ゴiさ0)

( B )高次単項関数型 

Ci(ぶ）=  も+1

(ただし，ん>0,

各産業の総生産量が一つの企業の生産量に対してどのような影響をうけるかをその企業が予想す 

るとき，（IX i/ぬ;f の予想値を推測的変動（conjectural variation)と言う。 ここで第1 , 第 2 いずれ 

の産業においても，すべての企業は別の産業の生産量を所与とみなし， S 分の産業の総生産量に对 

して同一の推測的変動をもつと仮定しよう。 このことは，企業が結託する場合にも，他の産業の企 

業とは共謀せず自分の産業内の企業とのみ共謀し，なおかつ同一産業内のすべての結託行動のバタ 

ーンは同じであることを意味する。 このように対称的な場合のみを扱えば，第/産業の企業の推測 

的変動，すなわちdX ifdX iの予想値はたんにCHと表わせる。

よって通常考えられている寡占市場の企業行動は， この場合，推測的変動ゴXゾぬ; を制約条 

件として，利 潤 fK x i,ズ）一C i i x d を最大化することであると言うことができる。

いま，a = ( a i , a 2 )とw = (m ,« 2 )をそれぞれ2 つの産業の推測的変動と企業数のベクトルとする。 

このとき次の条件を満たすO * ,X - ) > 0 と （Z*,ダ）き0 の 対 ダ ）を対称 N a s h均衡 

(symmetric Nash equlibrium)と定義する。

( i ) re?お よ び よ そ れ ぞ れ

Maximize r^C x i,X i, X ^  — CiCxi) given dX i/d x i= a i

および

Maximize r^(.X2, X*, Z 2) —02( ^ 2) given dX ildx 2= a i 

の解であり，

( i i )  p * = p o n

( iii)  X i =n\ X*, Z 5 =  "2 xt 

Z *= Z °—niCi (a；T)—" 2C2O り

を満たす。

条件（m )より消費者の予算制約式が成立するから， （z * , z * ) は効用最大化問題〔ダ）の解となろ 

ことが知られる。

次に ’ 各産業において，総 生 産 量 の 個 別 生 産 量 に 対 す る 弾 力 性 を 各 企 業 が ど  

のように予想するかに注目することにしその予想値をその産業の共謀度〔degree of collusiveness) 

と呼ぼう。各企業の行動が対称的な場合，第 / 産業の共謀度は，
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6i=(Xi/ni G'=1’ 2)

で与えられる定数めで表せるから，条件(a)は次のように書き換えられる。

( i ) ' X * および》をはそれぞれ

Maximize X i ,ズま）一G(a?i)

given dX i/dx i =  6ini

および

Maximize r^Cx2, X * , あ ）一C2CX2) 

given dXz/dx2 =  92fi2 

の解である。

これらのことから，対 称 N a s h均衡は 2 つの産業の共謀度のベクトルけ= ( り と企業数のベ 

ク ト ル U i ) の 対 （(9, n ) によって表現されることになる。 また，第 ：' 産業の企業行動は， 

‘ヴ< = 0のとき完全競争的，ヴi = l / w iのとき Cournot的で， より一般にはm iをめの約数とするとき， 

O i= m i /n iの場合はm i この企業が1/ヴ《この企業群に分かれて共謀していることを意味する。特に 

O i = l のときは全企業が共謀して産業の総利潤を最大化していることがわかる。

また均衡生産量が正であると仮定すれば，企業の利潤最大化のための1 階の条件 

(5) ( \ - e O P K X ^ + d i R \ (X )- CiXXi/nd  =  Q 0=1,2)

を満たさなければならない。

ここで微分作用子を▽ で表すことにしよう。各 Z '= 1 ,2に対して， ズ) ，P K X ) )  

=  Cz；i i ( Z ) ,  V i i i X ' ) ' )であることに注意すれば各X > 0 に対して次のヤコ一ビ行列

は仮定 1(b)より半負値定符号であることがわかる。次節からの分析のため，さらに次の仮定をおく。 

仮 定 3

各ズ> 0 に対して次の3 つのヤコビ行列

'1ペ ; ( ( 3 ,  - - r a , バ  M ニ ）

はすぺて負値定符号である。

注意

( a ) 通常の同質財の寡占市場を考え，72+か ら へ の 関 数 / ( • ) を逆需要関数とする。 このとき 

仮定 3 は / 'C Y )  + X / " ( Z ) < 0 という同質財モデルの標準的な仮定から導かれる。

( b ) 各市場がともに一企業による独占市場で，独占者による数量調整過程が 

X i= H iiR K X ')- C ii- X i')：> 0 = 1 ,2 )  (6)
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( ただし，どズの= 0 , 各 に 対 し て i / i (a O > 0 )

と表現されているとする。 このときH ic k sの完全安定条件はヤコービ行列 

/ v c i ? ; c z ) - a  び 1))\

\ vci?2^c^)-a(X2)) J

が負値定符号であることである。 こ の こ と は C ( ；O = 0  G '= i , 2 )のとき， T s Q O が負値定符号 

であることを意味する。 また逆にM X ) の負値定符号性があれば， 0 = 1 ,2 ) である 

服り，安定条件は満たされる。 また，第 1 市場のみが完全競争市場のとき，（6)の をp i と置き 

換えた式が成立することは，第 1 市場では M arshall的調整過程が働いていることを意味する。 こ 

のときの安定条件は，同様に考えて，/ i C ^ ) の負値定符号性に帰着し，第 2 市場のみが完全競争市 

場のときは / 2 ( X ) の負値定符号性が安定条件となる。

(C)例 1 で 挙 げ ら れ た . ) はすべて仮定3 を満たす。

3 補題と数値例

方程式体系(5)のヤコービ行列

ゾび,の: イ ニ : ニ S ；： ニ :S )

の性質について考えてみよう。 ここでは（0 ,0 )さ（め，も）さ（1 , 1 ) ,び1,ヴ2)ギ（0 , 0 ) と仮定し， しぱ 

ら く の 間 a  CXi/nd =  0 G = 1, 2 ) と想定する。

ま ず J i X ’ d) は

の = a  - ヴ1- 02)KX ') + dふ CZ) + ヴ2/2(X)

と表わせ，M X ) は半負値定符号，K X \  K X ) は負値定符号であることが仮定されていたから， 

1一めーヴ2 ^ 0 の場合には / ( X ,のは負値定符号となることがわかる。

次 に 1ーヴ1一らさ0 の場合にも / Q C の を

K X ,め = 〔ヴ1 +^2-i)；3 ( z )+ a - ^ i ) / i ( z )+ (1- も) /2〔x )

と表わすことによって，/ ( Z ,めが負値定符号となることが知られる。 このことから

0 = 1 , 2 ) の場合についても/ ( X ,めが負値定符号性をもつことを知ることは容易である。 したがっ

て 仮 定 2〔b ) より次の結果が導かれる。

補 題 1

仮定 1 ,2 , 3 の 下 で （"1 ,"2 )> (0 ,0 ), (0 ,0 )さ（ヴ1,ヴ2)シ 1 ,1 )力、つ （め, ヴ2)ヤ（0 , 0 ) であれば，

各 ズ > 0 に対して，j o c , d ) は負値定符号である。
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一般均衡モデルにおける寡占市場の均衡の存在に関しては，効用関数が準H であってもCournot 

均まか存在しない例か知られている（例えば，Roberts-Sonnenschein G977)を見よ）。本稿のモデルで 

は，仮 定 1,2, 3 に加えて労働の初期賦存量が豊富であることC消費者の所得が正になるための十分条 

件）を追加すれば，N ash均衡の存在定理（例えば， Debreu (1982)定理3 を見よ）よりコーナー解を 

許した均衡の存在が示される。さらにある種の境界条件を付加することによってすぺての企業の生 

産量と価格がプラスであるような対称N ash均南の存在が保証される。例 1 , 2 で与えられた効用 

関数と費用関数について直接的に対称N ash均衡が内点で存在することが示される。以下ではとく 

にことわりなく内点均衡の存在を仮定する。

1階の条件(5)のヤコービ行列は補題1 より負値定符号であるから， Gale-二階堂の大域的単葉性 

定 理 （global univalence theorem: Nikaido(1968),定理20.8の系）より連立方程式(5)の解は一意であろ 

ことがわかる。すなわち次のことが成り立つ。

ネ甫題2

仮 定 1 , 2 ,  3 の 下 で （"1,"2) > (0 ,0 ), (0 ,0 )シ め ，め）ボ 1 , 1 ) か つ （も，み）ギ〔0,0) であるな 

らば，対 称 N a s h均衡は一意である。

ここで，所与の ( A n ) に対して，X  くd ’ n >  = は \ くe、n > ズく d, n » を対称N a s h均衡にお 

ける産業の総生産量ベクトル， ニ が く り , " > ) を均衡価格ベクトルとし，これ 

らに対応する産業の総利潤ベクトルをn < 没, " > = ( n i < 6 , " > , n 2くら" > ) と表す。このとき， 

次のことが成り立つ。

キ甫題3

仮 定 1 , 2 ,  3 の下で，（" 1 , " 2 ) > ( 0 ,0 )とする。 このとき（0 , 0 ) ^ び1,り2)さ（1 ,1 )か つ び 1,も） 

ヤ〔0 , 0 ) ならば，ズくら" > , くら" 〉は開区間 ]0 .1 [ において di 0 = 1 ,2 ) で連続微 

分可能である。

この補題は均衡値の性質を次の節で調べるための準備である。SE明は5 節で与えられる。

例 3

( A ) " ( . ) は例 1 (A)の形で，CiC • ), C 2 ( . ) は例2(A)の形で与えられているとする。このとき 

C1=C2=1, hi =  h 2 = l- k < \ ならば，各 キf ) に対して産業の均衡産出量と利潤は 

X ^ < d ,n > =  kQdj/nj + dj + l -  e)U ,

IV  くe’ n>  =  IkQdj/nj + Oj + l -  e)/J] Kdi/{2nd + ̂ 0 

(ただし， Wl/"1 +ヴl+ l)W 2/"2 +ヴ2 + 1)—め
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と計算される。

(B) "〔 • ）は例 1 (B)の形で， C iC  • ), C2C • ) は例 2(B)の形で与えられているとする。 このとき 

A =  =  ならば，各 ？'= 1 , 2 に対して，産業の均衡産出量と利潤は

log X^<9, n >  = [ log {2bCl— di+26ib')/(1 + d i ) ]  +d i  log m ] /(ゴ《 —2ろ+1),

log l V < d , n >  =  \ o g {2 b K d i+ d i -2 e ib ' ) /a + d i ' ) } + 2 b W o g {2 b i l -d i+ 2 d ib ' ) / i l + d i ' ) ]

+d i  log w d /(ゴi —2ろ+ 1)

と計算される。

(C) y ( . ) は例 1 (C)の形で， C i ( . ) , • ）は例 2(B)の形で与えられているとする。 このとき， 

ci =  c 2 = b ならば，各んゾ= 1 ,2 0 '= ^ / )に対して，産業の均衡産出量と利潤は

log n >  = [(め+ l) lo g  み + 〔も+ 1—ろ）（lo g {(1—ヴi+ ろぬ/ (1 +C0} +d i  log nD

+ろ(log {(1—ヴ_/+ろか/ (1 + め)} + d j  log nj ) ] / J ,  

log I P く0, n >  = log {kbQdi+di—bOi')/(1 + d d ]  + ゐ[G + め) （log { K !—め+ろぬ/ (1 + (£ ) ]

~^di log " i)  + ( l+ ^ / i)G o g { K l—も.+ゐヴ_7.)/〔1+め)} + め log w^)]/J 

( た だ し 」= (1 + ゴ1)(1+ん）ーろ〔ゴ1+ん+ 2))

と計算される。

4 共謀の効果

この節では，共謀度もの変化が生産量，価格，利潤に与える影響について考察する。両産業の 

企業数 " = ( « 1 ,；«2 )は一定とするので，推測的変動が与える影響変化の方向に関しては同じもの 

になる。

命 題 1 は均衡における諸変数に対してヴZ に関する比較静学分析を行なうものであり，均衡解の 

微分可能性は補題3 により保証されている。

ここで用いられている添字は，ねこ関する偏微分を表す（例えば，ガくヴ , 《> = く ヴ > m d 。 

また，第 j 産業が第 i 産業に対して戦略的代替（strategic substitute)の関係にあるとは，第/産業の 

生産量の増加が第ゾ産業の限界利潤を減少させること（/がo r ,め）< 0 ) を言い，戦略的補f完 （strategic 

complement)の関係にあるとは，第 i 産業の生産量の増加が第ゾ産業の限界利潤を増加させろこと 

( /パ( X ,み）> 0 ) を 言 う （Bulow-Geanakoplos-Klemperer ( I985) に従う）。 命 題 1 の証明は5 節で与え 

られる。

命 題 1

仮 定 1 , 2 ,  3 の 下 で " = ( " 1 , "2 )> (0 , 0 ) とする。 こ の と き 0 < f f i< h  か つ iお (/,プ

=  1 , 2 ) であるならぱ以下のことが成り立つ。

( a ) 第 / 産業の共謀度が上昇すると，その産業の生産量は減少し，さらに第ゾ産業の限界費用が
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遍 増 的 . ) > 0 ) であるとき，生産物価格は上昇する。すなわち，

(i) X I <0, n >  <0

(ii) CjC • )> 0  ならば，がi <e, n > > 0

となろ。

第ゾ産業が第 i 産業に対して戦略的代替（resp.戦略的補完）の関係にあるとき， 第 i 産業の共課 

度の上昇は第ゾ産業の生産量を増加（resp.減少）させる。すなわち，

(iii) signX\ <6, n>  =  — sign Jn iX < d , n > ,d j)

となる。

( b ) 関 数 . ) が分離可能ならば， 1 つの産業の共謀度の上昇はその産業の利潤を増加させるがt 

他の産業の諸変数の値は変化させない。すなわち，

(i) m < 6 ,n > > 0 ,  .

(ii) X{ <6, w> =0, Pi <6, n >  =0, 11{ <6, n >  =0

となる。

( c ) 第 ；産業は競争的（つまり，も.= 0 ) とする。 このとき，財 と 財 ；が代替財ならば，第 i 産 

業の共謀度の上昇は第 j 産業の生産量を増加させ，補完財ならぱ第 i 産業の共謀度の上昇は第 j 産 

業の生産量を減少させる。すなわち，

(i) sign X{ <6, n>  =  —sign vn{.X<d, n> ')

となる。

また同じ仮定の下で第ゾ産業の限界費用については遍增的Cプ（• ）> 0 ) であるとする。 このと 

き財 / と財ゾが代替財であるならば，第 / 産業の共謀度の上昇は第；産業の生産物価格と利潤を増 .: 

加させ，補完財ならぱ減少させる。すなわち，

(ii) sign/>i < 0 ,n >  =sign 11̂  <6, n >  =  —sign Vi2{.X<d, n> ')

となる。

注意

( a . i i ) と （c . i i ) において，第 ；産業の限界費用が不変〔Cプ（• ）= ( ) )のときが省かれているがt 

表 1 (生産量，価格，利潤に対する共謀の効果：C ;シ• ) > 0 のとき）

GキD X I X I P\ Pi n| n {

一 般 の 場 合 - ± + ± ± ±

V C • )が分離可能 - 0 + 0 + 0

第 j 産業が競争的 - —sign vi2 + —sign vi2 ± —sign vi2
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このときも含めると（a. i i ) は弱い不等式「/?; < め " >  さ0」で成立する（等号成立の場合については5 

節の証明を参照されたい）。またこのとき第ゾ産業が競争的ならば， よく知られているように生産物値 

格と利潤はすべてから独立に決定されるから，（c . i i )の代りに [Pi くd, n 〉=  0’ U i <ff, n >  =0J 

が成り立つ。

命 題 1 の帰結は表1 のように要約される。記 号 " + — 0" はそれぞれ対応する変数のタパこ 

対する変化率が，正，負， 0 であることを示す。" 土"は正，負， 0 のいずれにもなりうることを示 

す記号である。

次の例は，第 ；産業が競争的であっても，Id  < ヴ，" >  が負になりうることを示している。つまり 

共謀度の増加が総利潤を減少させることがありうるのである。ただしこの結論が導かれるためには， 

第 f 産業以外に第ゾ産業が存在していることが深い関わりをもっている。たとえぱ一産業のモデル 

では共同利潤を最大にすれば，その最大値が C o u rn o t均衡や完全競争均衡における利潤の総和よ 

りも大きいことは定義によって明らかである。

例 4

(A) y ( . ) と G ( . ) G '= 1 ,2 ) は例 3 (A)の形で与えられており，ゴ2 =  0, W 2は任意の正の実数と 

する。第 1 市場が複占 Q. e.’ W i= 2 )で，第 2 市場が完全競争G. e .,び2= 0) ならば，

n i  くd, n 〉=  \.k(\ — e)/(,di/2+d\ +1 — 4 +め）

である。 ここで，eニ23/2もゴ1 =  1 /1 2 とすると，

IT < 0 , 0 ," > = 1 2 が(1/71)2, 

r r  <1/2，0 , =12が(5/359)2,

IT  <1,0, " > = 1 2 が(7/647)2 

となる。 これは総利潤の大きさが競争均衡のとき，Cournot均衡のとき，そして共同利潤最大化の ' 

ときの順に大きくなっていることを示している。次に示すように同じような例は "（. ）力：Cobb. 

D oug las型のときにもつくることができる。

(B) • ) と G 〔. ）G '= 1 ,2 )は例 3 (C)の形で与えられており，ゴ1 = 1 , f/2 ニ 0, W2は任意の正の* 

実数とする。第 1 市場が複占 Q. e., m = 2 ) で，第 2 市場が完全競争G.e., ^2= 0) ならば

log i r くも n>  = log U(1 +d,-bdi')/2] + [2 log b+b log(も + ゐめ）] /C2-3ろ）

である。 このとき， ろを1 /2に近づけると

rP <0, 0, (A：/32),

IT  <1/2, 0, ">~>(15/16)a/32),

IT  <1,0, "> ~ < 3 /4 )a /3 2 )

となる。 よって連続性により， みが1 /2に十分近いときには，

IT  < 0 ,0’ n>  >  IT  <1/2,0, " 〉> IT  < 1 ’ 0’ n >
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であることが知られる。

なお，上の不等号の向きが逆転する例を示すことは容易である。

5 補題と命題のHE明

補題 3 の証明

" = ( m ,« 2) > 0 を任意に選び固定し，一般性を失うことなくが= 〔が■.けす）は 0 くが < 1, 0さポさ1 

を満たすものと仮定する。 とおくと， が）は 1 階の条件(5)を 満 た し 補 題 1より 

d e t / (X * ,ヴ*)キ0 である。 よって，陰関数定理によりめ* の開近傍C7と，C7から 722への連続微分可 

能な関数 GC . ) が 存 在 し G(が0  =  となり，各め e C /に対してCG(め），d u が）は(5)を満たす。 

ここで補題2 より，各め e t / に対してQ ：ヴi) =  Z < 6 i ,が，" 〉であることが知られるから，X  くdレd*2, 

n > は 6»1= ガにおいて連続微分可能である。

命題 1 の証明

(a) "= (m ,« 2 )> 0  を任意に選び固定し X くd ’ n >  ミ x<id) =  iX K d ) ,  X K d y )、P < d  ’ n >  ミ p { f)  =  

(/>i(の,ダ(の），n < め" > ョ11(のニo r (め，n 2(め） とおく。x ⑧ は i 階の条件(5)を満たすから，

(5)' C i- 0 D P K X (0 )^  + 0iR i CXC0)) -  a  C X K e V n i)= 0  G '= i,2 )

が成り立っ。

一般性を失うことなく，0 = (け1,み）は 0<め  < 1 , 0 ^ 0 2 ^ 1 を満たすものと仮定し，] 

x*=xce^ , /なニ/り.o r , め) a y = i , 2 )

k =  - P lQ X *：)X t  /det X X * , o')

とおく。補題3 より，（5)'はめで偏微分できろから，（5)'により

> G : ; M J

となる。また K X h d ) は負値定符号であるから，/ す2< 0 がしたがい（a . i ) が成り立っ。（a .iii) 

の成立は明らかである。

次 に iK d )= P Q X id ) )をんで偏微分すると，（7)を用いろことにより，

/ p m \  I バ び * )/す2 

\ p m )  \ P\QX*)Jト

を得る。

P K X *)/ぐ- P K X  つ/ 2*1 

ニ（1- み）det M X * ')  +02 det J 2C X * ')- P lC X D C i OQ In^d lvh  

が成り立っから，det/oQT)さ0, d e t /2 (Z * )> 0より，PtCr)/?2—PKX*)/2*iさ0 となり，等号成 

立はめ=0 & det/oCrO =  0 & C；xzr/W2) =  0 のときに限る。したがって(8)より，C; ' ( . ) > 0 な
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らば，が(の > 0 となる。

Cb) n ぐ）= R i〔XCd)) — mCiCXKめ/ nD G = l ,2 )

をタ1で偏微分すると，（7)を用いることにより

/n i(0 )\ _ IV [ R K X * )~ n ,C iC X U rn m f  /?A 

、r n (の ゾ 、▽[が (X * )—" 2C2(x57"2 )]A -/Jo

となる。

vC • ) は分離可能であるから，各 ん 7'=1,2G•キプ）に対して，P{CX*)’ R{OC\  / J iはすぺてゼ 

ロとなる。 よって(7), (8), (9)か ら （b . i i ) を得る。同 様に y ( . ) の分離可能性から，

n iw = / £ c z r p ic z * ) + p ^ ( x 0 - c ；(x r /w i))/s

となる。（4)より， c r ) - c i ' a : ；i7 " i )= —ヴ で あ る か ら ，

n j〔めニ K 1 一め) p jc r ) J ^ r / ? = 〉o 

となり，（b ) . i )は成立する。

( C )び2 =  0 ならば，

f /レ バ は
(10)

I J?.= PXX*^ ~ C K X t

である。 よって，（7)より，XlQd')=-kJ^,=  -kP\(：X*')= - k v n iX * ')となり， lc〉0 より（c .i) が成 

り立っ。

また(8), (10)により，

p m  ニ -  k P K x * x x t  /nz) a  (ズざ /mO

を得る。 さらに(9), (10)により，

n m  =  一 kPKX*) a  iX t

を得るから，（C. ii)が示される。

6 結 び

最後に，本稿でこれまでふれることのなかった共謀度の変化が経済厚生に与える影響について言 

及する。 ある共謀度と企業数の組〔も" ） に対するこの経済の厚生は，均衡におけろ消費財の配分 

X < 6 , n > と余暇の配分 Z °—" iG ( X i< ヴ，《> / " 1) —"2C2〔X 2<0, « > / " 2) の点で評価した消#者 

の効用により測られる。 1 つの産業の共謀度の上昇がこの効用に与える影響は，効用関数が分離可 

能であるか，あるいはもう1 つの産業が完全競争的であろかのいずれかの場合には，効用を減少さ 

せることが容易に知られる。だが，それらのいずれも満たされていない場合，共謀度の上昇は効用 

を減少させるとは眼らない。すなわち 1 つの産業の市場構造は，他の産業が完全競争的でないこと 

を与件とすれば，ある程度独占的であることが経済厚生最大化の必要条件となりうるのである。 こ
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